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令和５年度県出資等法人運営評価シート作成の手引 

 

１ 趣 旨 

  県出資等法人の役割を踏まえた効率的で質の高いサービスの実現のためには、それぞれの県出資等法

人が自ら課題を認識し、法人運営の改革・改善を進めるとともに、県の施策推進への具体的な貢献、県の

施策との連携や協働に関する評価等を通じて、法人の存在意義を高めていくよう積極的に経営の見直し

を進めていく必要があります。 

  こうしたことから、法人の自己決定・自己責任の原則の下、法人自らが主体的、自律的に経営の見直し

を行うことを基本としつつ、運営評価によって、県出資等法人の役割や事業実施の成果、財務の状況、

法人運営などについて、毎年度、法人運営の検証を行い、その結果について県民に情報を公開するとと

もに、法人自らの経営改善や県の指導監督に反映させることを目的としています。 

 

２ 運営評価の類型と対象法人 

  運営評価は、県が出資、または出捐している県内に主な事務所を有するすべての法人（40 法人）を

対象とし、次の類型ごとに評価シート、評価方法等を設定して行います。 

  なお、いずれの類型に該当するかは、令和５年４月１日の状況によって判断します。 

区分 基  準 
該当 

法人数 

類型１ 

○県出資比率 50％以上の法人 
ただし、特別法法人で、関係法令に基づき、国による常例検査が行なわ
れている法人を除く。 

○県出資比率 25％以上 50％未満の法人のうち、 
・繰越欠損金が発生、または経営改善を要する法人に指定されている法
人 
・県の運営費補助、運転資金としての短期貸付を受けている法人 
・県職員派遣を受けている法人又は県職員が代表者に就任している法
人 

○上記のほか、法人の経営状況や将来リスク等を総合的に勘案し、類型１
に分類する必要があると認められる法人※ 

25 法

人 

類型２ 
○県出資比率 25％未満の法人 
○県出資比率 25％以上の法人のうち、類型１に該当しない法人 
○廃止等法人及び地元自治体の主導的関与に委ねる法人 

15 法

人 

  ※ ２期以上連続して決算で損失計上、累積欠損が発生する等し、速やかに経営改善が必要となる場合を想定。 

 

３ 運営評価の方法 

  運営評価の実施については、上記「運営評価の類型と対象法人」の区分に基づき、次のとおりとしま

す。 

区分 運営評価の実施 
運営評価 

実施主体 

類型１ 

・運営評価シートに基づく評価 

・総務部による総合評価 

※法人及び所管部局への個別ヒアリングは必要に応じて実施 

法人及び県 

類型２ 
・運営評価シート（簡易版）による法人の経営状況の把握 

※所管部局への個別ヒアリングは必要に応じて実施 
県 
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４ 基本的な考え方（※ 類型１に係る運営評価） 

（１）マネジメントサイクル（PDCA）の実践としての評価制度であること 

   県出資等法人には、民間の企業が行っているように、経営理念や方針に基づき、県の施策との整合

性が図られ、経営数値目標を設定した中期経営計画を策定するとともに、毎年度の運営評価等を踏ま

えて計画の見直しを行うことにより、PDCA サイクルによる継続的な法人経営の改善を行うことが求

められています。 

   運営評価制度は、この仕組みを定着させるため、中期経営計画をベースとして、県と法人自らが計

画の策定から評価までを継続して行うものです。 

（２）法人の事業実績、経営資源（人材及び財務）及びマネジメント等の面から経営を総合的に捉えた評

価であること 

   運営評価制度においては、法人の事業活動による成果の評価に加え、よい結果を持続し、向上させ

るためのマネジメントサイクルの仕組みが構築され、それが狙いどおり運用されているかという点

についての評価が重要であり、事業実績とそれを支える経営資源及びマネジメントの面から経営を

総合的に捉えて評価を行います。 

（３）オープンな評価であること 

   運営評価の結果については、すべて公開することを原則としています。 

   これにより、県民誰もが、県出資等法人の運営状況や課題、対応方策などについて知ることができ

るとともに、各法人は、自己の相対的な位置や改善を要する点を把握し、他に学ぶべき点は積極的に

取り入れ、今後の経営に生かすことが可能となります。 

 

５ 評価の視点（※ 類型１に係る運営評価） 

  運営評価は、県出資等法人の自己評価（１次評価）及び実際に県出資等法人を指導監督する所管部局

（以下「所管部局」という。）による評価（２次評価）、さらには民間有職者で構成される運営評価委員

会の助言等を踏まえた県統括部署（総務部）による総合評価の３段階で行います。 

  運営評価を実効性の高いものとするため、法人、所管部局、統括部署それぞれが、次のような視点を

持ちながら、自らの立場と視点で主体的に評価を行う必要があります。 

 

（１）１次評価（法人の自己評価） 

   １次評価において、法人に求められている視点は、経営者自身による責任のある評価がなされる

ということです。「経営者自身による責任のある評価」とは、法人の担当者が評価シートを事務的に

作成して、経営者の形式的な決裁を得るような評価ではなく、たとえ非常勤であっても、経営者自ら

が内容を誰よりも理解し責任をもって作成するなど、実質的に経営者自らが評価したといえるもの

でなければならないということです。 

   また、１次評価結果については、常勤・非常勤に関わらず、全役職員が情報共有し、今後の課題に

ついて認識する必要があります。 

   このほか、単年度（経常）収支が赤字の場合は、次年度以降どのように解消していくのかを検討す

るとともに、中期経営目標に掲げる事業目標、経営改善目標に関しても、目標設定において活動指標

（法人が○○する）ではなく、成果指標（法人が○○して○○の成果があった）を設定すること、及

び設定水準が適切であること（達成可能不能、または、安易に達成可能な設定水準としていないこ
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と）も再度確認する必要があります。 

 

（２）２次評価（所管部局の評価） 

   出資法人等を指導監督する所管部局は、２次評価において、所管部局としての責任のある評価で

あること、また、施策の一環としての法人の存在及び事業運営並びに法人に対する指導監督が適切

であるかという視点から評価を行います。 

   このうち、「所管部局としての責任のある評価」とは、「法人の所見に同じ」というコメントを連ね

たり、漫然と前年度と同様の評価をしたりするのではなく、法人の経営者と同様、部局長が責任をも

って評価したと言える評価でなければならず、そのことは「部局として指導監督を適切に行おうと

する姿勢があるか」、「指導監督が適切に機能しているか」ということにもつながります。 

   運営評価制度が機能するためには、所管部局において責任ある評価をできるかということが重要

なポイントとなります。 

   所管部局は、次のような視点から２次評価を行います。 

① １次評価が具体的な根拠に基づく適切な評価内容となっているか。 

② 法人が県の施策推進における役割を十分に果たしているか。 

③ 法人の事業や運営が、中期経営計画に基づき行われ、目標が確実に達成されているか。また、こ

れらの目標が適切な水準で設定されているか。 

④ 法人が自律的な法人運営の確立のため、マネジメントの向上を図っているか。 

⑤ 今後の法人のあり方や県の関与について検討すべき点はないか（単年度（経常）収支が赤字の場

合の解決方法等）。 

 

（３）総合評価（県統括部署の評価） 

   統括部署である総務部は、次のような視点から総合評価を行います。 

① １次評価及び２次評価が具体的な根拠に基づく適切な評価内容となっているか。 

② 法人の事業実施や運営に関し、特に不十分な状況にある項目はないか。 

③ 運営評価の結果、法人または所管部局に改善の取組を行うよう求めるべき課題はないか。 

④ 所管部局による適切な指導監督が行われているか。 

⑤ 今後の法人のあり方や県の関与について、十分な課題認識と対応方向が示されているか。 
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６ 運営評価シートの構成（※ 類型１に係る運営評価） 

  運営評価シートの構成は、次のとおりとなっています。 

〔運営評価シートの構成〕 

Ⅰ 法人の概要 

 

Ⅱ 経営目標の達成状況 

 １ 事業目標 

 ２ 経営改善目標 

 

Ⅲ 役職員の状況 

 

Ⅳ 財務の状況 ※法人類型ごとに別シート 

 

  情報公開の状況 

 

Ⅴ 法人及び所管部局の評価 

 

Ⅵ 統括部署(総務部)の総合評価 

 

 

７ 運営評価の実施プロセスと評価シートの提出 

（１）運営評価の基本的な実施プロセスについては、次のとおりです。  

〔類型１の場合〕    

① 県出資等法人は、運営評価シートにより１次評価を行い、所管部局へ提出する。 

② 所管部局は、運営評価シートにより法人の１次評価の結果を見ながら２次評価を行い、総務部行

政経営推進課へ提出する。 

③ 総務部は、１次評価及び２次評価の結果を踏まえて、運営評価委員会からの助言等を得ながら、

各法人について総合評価を行い、「県出資等法人運営評価レポート」として取りまとめる。 

④ 総務部は、取りまとめたレポートについて県ホームページなどを通じて公表する。 

〔類型２の場合〕    

① 所管部局は、法人の経営状況等を把握し、適宜法人に確認の上、簡易版運営評価シート（類型２

様式）により評価を行い、総務部行政経営推進課へ提出する。 

② 総務部は、所管部局による評価結果を踏まえて、各法人の経営状況について把握の上、「県出資

等法人運営評価レポート」として取りまとめる。 

③ 総務部は、取りまとめたレポートについて県ホームページなどを通じて公表する。 

 

（２）運営評価シートの様式は、電子ファイル（Excel ファイル）により、所管部局に配付します。シー

トの提出は、運営評価の内容を記載した電子ファイルによることとし、紙での提出は不要とします。 

 

（３）運営評価シートの総務部への提出について 

① 提出期限 

    ６月 30 日(金) 

    ※ 総務部における確認作業の都合上、完成したものから速やかに提出いただくよう御協力を

お願いします。 
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（２）提出物 

  ・ 上記３の様式ファイル 

  ・ 根拠資料（法人の令和４年度事業報告書、財務書類等のＰＤＦファイル） 

（３）提出先フォルダ 

    \\k000008\A_行政経営公\200【公益法人担当】\100_出資等法人\200_運営評価\R05 年度\02＿提

出フォルダ 

（４）留意事項 

  ① 類型１法人の所管部局においては、法人の理事会、取締役会等で運営評価シートの内容につい

て了承が得られたことを確認次第、類型２法人所管部局においては、法人の理事会、取締役会等で

決算承認を得られたことを確認次第、提出期間内に速やかに提出のこと。 

  ② 提出後に変更があった場合は、速やかに担当あて連絡のうえ差替えを行うこと。 

  ③ 記載内容について、担当者によるヒアリングを実施する場合があること。 

 

８ 令和５年度の実施スケジュール（予定） 

〔運営評価の年間スケジュール〕

ステップ 実施主体 実施事務 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

実施検討（シート見直し等）

手引等作成

法人 １次評価実施

１次評価に対する助言

２次評価実施

提出（理事会等終了後）

行政経営推進課 １次・２次評価結果の精査

行政経営推進課
法人・部局

ヒアリング（類型１法人等）

総括部署総合評価(案)の作成

運営評価案に係る庁内調整

運営評価レポート(案)の取りまとめ

運営評価協議会 運営評価協議会の助言

行政経営推進課 運営評価レポートの決定・公表

運 営 評 価
結 果 の 取
りまとめ

行政経営推進課

実施準備 行政経営推進課

所管部局
２次評価

１次評価

評 価 シ ー
ト の
チェック

 
  ※ 議会日程等に合わせて、スケジュールが前後する場合があります。 

 

９ 運営評価シートの作成に当たっての留意事項 

（１）運営評価シートの様式（Excel ファイル）を開くと、欄外に記載要領を記しています。※黄色のテ

キストボックス また、入力項目は青色セルの箇所です。 

（２）運営評価シートの様式において、「〔非公表〕」との表示がある項目を除き、原則、提出された内容

をそのまま公表する予定としていますので、提出に当たっては、誤記等が無いよう十分注意願いま

す。また、「情報公開の状況」については、県の出資等比率が 25％以上の法人を対象に、別途一覧表

形式で公表することを検討しています。 

（３） 令和５年４月 20日付で配付した「県出資等法人指導監督担当者説明会資料」のうち、資料１「評

価の考え方」は必ず法人に提供してください。それ以外の資料については法人への提供は任意です。 

（４）「Ⅵ 統括部署（総務部）の総合評価」は総務部において作成しますが、運営評価委員会への報告

に先立ち、事前に所管部局と当課とで内容の調製を行う場合がありますので、御協力をお願いしま

す。 


